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（注）上段（　）は財政調整型基金を取り崩さなかった場合

＜ 参 考 ＞

・歳入総額対前年度比 ▲ 3.4 %

・歳出総額対前年度比 ▲ 4.1 %
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平成1５年度　一般会計決算について

13,566

　平成１５年度一般会計決算は、公共事業費の減、給与改
定による人件費の減などにより前年度を下回る決算規模と
なりました。
　実質収支は昨年度を上回っていますが、財政調整型基金
を７０億円取り崩した結果、当該基金残高は６０２億円ま
で減少しています。県税が減収となる一方で、公債費は増
加し県債残高は６，０００億円に迫っており、厳しい財政
状況となっています。
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歳　　入
（単位：百万円、％）

決算額(A) 構成比 決算額(B) 構成比 (A)-(B) 増減率

県 税 47,700 10.9 49,782 11.0 ▲ 2,082 ▲ 4.2
地 方 消 費 税 清 算 金 12,031 2.8 10,736 2.4 1,295 12.1
地 方 譲 与 税 2,113 0.5 1,600 0.4 513 32.1
地 方 特 例 交 付 金 1,051 0.2 503 0.1 548 108.9
地 方 交 付 税 134,211 30.8 152,982 33.9 ▲ 18,771 ▲ 12.3
交通安全対策特別交付金 242 0.1 227 0.0 15 6.6
分 担 金 及 び 負 担 金 5,809 1.3 3,437 0.8 2,372 69.0
使 用 料 及 び 手 数 料 8,292 1.9 6,933 1.5 1,359 19.6
国 庫 支 出 金 70,164 16.1 74,161 16.4 ▲ 3,997 ▲ 5.4
財 産 収 入 991 0.2 1,210 0.3 ▲ 219 ▲ 18.1
寄 附 金 100 0.0 230 0.0 ▲ 130 ▲ 56.5
繰 入 金 9,971 2.3 13,025 2.9 ▲ 3,054 ▲ 23.4
繰 越 金 17,629 4.0 17,060 3.8 569 3.3
諸 収 入 47,086 10.8 48,556 10.7 ▲ 1,470 ▲ 3.0
県 債 78,997 18.1 71,413 15.8 7,584 10.6
（うち、臨時財政対策債） 39,611 (9.1) 21,083 (4.7) 18,528 87.9

合　　　　　　計 436,387 100.0 451,855 100.0 ▲ 15,468 ▲ 3.4

平成15年度 平成14年度 比較

《増減の主なもの》 （単位：百万円）

（県税） （繰入金）

個人県民税 8,429 → 7,856 ( ▲ 573 ) 減債基金繰入金 5,600 → 6,000 ( + 400 )
県民税利子割 1,501 → 986 ( ▲ 515 ) 大規模事業基金繰入金 2,000 → 0 ( ▲ 2,000 )
軽油引取税 7,379 → 6,971 ( ▲ 408 ) 介護保険財政安定化基金繰入金 580 → 52 ( ▲ 528 )
法人二税 12,431 → 12,419 ( ▲ 12 ) 智頭鉄道運営助成基金繰入金 500 → 0 ( ▲ 500 )

（地方交付税） （繰越金）

普通交付税 149,100 → 130,649 ( ▲ 18,451 ) 純繰越金 7,825 → 10,804 ( + 2,979 )

特別交付税 3,882 → 3,562 ( ▲ 320 )

（諸収入）

（分担金及び負担金） 造林公社貸付金元利収入 770 → 2,465 ( + 1,695 )

大山山麓農地開発事業負担金 0 → 2,799 ( + 2,799 ) 商工制度金融貸付金元利収入 31,744 → 29,633 ( ▲ 2,111 )

（使用料及び手数料） （県債）

知的障害者福祉施設使用料 0 → 1,098 ( + 1,098 ) 臨時財政対策債 21,083 → 39,611 ( + 18,528 )
身体障害者福祉施設使用料 0 → 571 ( + 571 ) 警察本部庁舎建設事業 0 → 2,400 ( + 2,400 )

地域衛星通信ネットワークシステム整備事業 33 → 1,052 ( + 1,019 )
（国庫支出金） 特定資金公共投資事業債 5,862 → 954 ( ▲ 4,908 )

老人福祉施設整備費補助金 85 → 771 ( + 686 ) 公共事業関係 23,862 → 19,540 ( ▲ 4,322 )

義務教育費負担金 17,197 → 15,629 ( ▲ 1,568 )
開発指定事業補助金 5,020 → 4,246 ( ▲ 774 )
緊急雇用創出特別基金交付金 770 → 0 ( ▲ 770 )
児童扶養手当支給事業費負担金 1,043 → 358 ( ▲ 685 )

歳入
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歳　出（性質別）
（単位：百万円、％）

決算額(A) 構成比 決算額(B) 構成比 (A)-(B) 増減率
95,779 23.0 99,197 22.8 ▲ 3,418 ▲ 3.4
9,819 2.4 11,059 2.5 ▲ 1,240 ▲ 11.2
59,577 14.3 61,004 14.1 ▲ 1,427 ▲ 2.3
116,170 27.9 130,418 30.0 ▲ 14,248 ▲ 10.9

補助事業(直轄含む) 71,489 17.2 75,417 17.3 ▲ 3,928 ▲ 5.2
単 独 事 業 44,361 10.6 54,625 12.6 ▲ 10,264 ▲ 18.8
受 託 事 業 320 0.1 376 0.1 ▲ 56 ▲ 14.9

1,171 0.3 3,402 0.8 ▲ 2,231 ▲ 65.6
63,514 15.3 61,623 14.2 1,891 3.1
2,681 0.6 3,447 0.8 ▲ 766 ▲ 22.2
43,777 10.5 40,299 9.3 3,478 8.6
23,814 5.7 23,777 5.5 37 0.2
416,302 100.0 434,226 100.0 ▲ 17,924 ▲ 4.1合　　　　　　計
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普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業

そ の 他 の 経 費
貸 付 金
積 立 金

平成15年度 平成14年度 比較
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積　 立 　金　  0.6%

災害復旧事業  　0.3%

その他の経費　　5.7%

《増減の主なもの》 （単位：百万円）

（人件費） （普通建設事業　補助）

退職手当 9,677 → 7,949 ( ▲ 1,728 ) 警察本部庁舎建設事業 397 → 1,570 ( + 1,173 )
職員給 72,362 → 70,832 ( ▲ 1,530 ) 境港総合技術教室・海洋福祉棟新築事業 0 → 1,057 ( + 1,057 )

皆生小児療育センター改築事業 0 → 1,045 ( + 1,045 )
（扶助費） 一般公共 55,970 → 48,738 ( ▲ 7,232 )

児童扶養手当支給事業費 1,437 → 471 ( ▲ 966 ) 実習船「若鳥丸」代船建造事業費 1,507 → 0 ( ▲ 1,507 )

町委託特別老人ホーム移管支援事業 1,036 → 296 ( ▲ 740 )
（補助費等） 米子警察署庁舎建設 570 → 0 ( ▲ 570 )

地方消費税交付金 5,359 → 6,030 ( + 671 )
国民文化祭実行委員会負担金 1,215 → 0 ( ▲ 1,215 ) （普通建設事業　単独）

警察本部庁舎建設事業 1,044 → 2,873 ( + 1,829 )
（公債費） 地域衛星通信ネットワークシステム整備事業 37 → 1,189 ( + 1,152 )
元金 48,268 → 51,457 ( + 3,189 ) 地方特定道路整備事業 7,705 → 4,382 ( ▲ 3,323 )
利子 13,355 → 12,057 ( ▲ 1,298 ) 単県公共 12,078 → 10,514 ( ▲ 1,564 )

衛生環境研究所整備事業 1,205 → 0 ( ▲ 1,205 )
（積立金） 米子警察署庁舎建設 1,051 → 0 ( ▲ 1,051 )
緊急雇用創出特別基金積立金 772 → 14 ( ▲ 758 ) 鳥取県西部地震住宅振興補助事業 1,084 → 93 ( ▲ 991 )

JR高速化地上工事費負担金 1,070 → 394 ( ▲ 676 )

（貸付金）
JR西日本車両購入費貸付金 0 → 3,600 ( + 3,600 ) （災害復旧事業）

造林公社貸付金 770 → 2,465 ( + 1,695 ) 県立施設災害復旧費 981 → 0 ( ▲ 981 )
商工制度金融貸付金 31,744 → 29,633 ( ▲ 2,111 ) 耕地災害復旧費 586 → 30 ( ▲ 556 )

歳出



歳　出（目的別）
（単位：百万円、％）

決算額(A) 構成比 決算額(B) 構成比 (A)-(B) 増減率
935 0.2 917 0.2 18 2.0
32,010 7.7 29,724 6.9 2,286 7.7
37,930 9.1 38,600 8.9 ▲ 670 ▲ 1.7
9,743 2.3 11,334 2.6 ▲ 1,591 ▲ 14.0
3,199 0.8 4,077 0.9 ▲ 878 ▲ 21.5
49,263 11.8 50,064 11.5 ▲ 801 ▲ 1.6
39,646 9.5 40,962 9.4 ▲ 1,316 ▲ 3.2
73,061 17.5 85,750 19.8 ▲ 12,689 ▲ 14.8
22,329 5.4 20,988 4.8 1,341 6.4
69,507 16.7 73,337 16.9 ▲ 3,830 ▲ 5.2
1,170 0.3 3,703 0.9 ▲ 2,533 ▲ 68.4
63,538 15.3 61,637 14.2 1,901 3.1
13,971 3.4 13,133 3.0 838 6.4
416,302 100.0 434,226 100.0 ▲ 17,924 ▲ 4.1

平成15年度 平成14年度 比較

合　　　　　　計
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歳出
民生費
9.1%

《増減の主なもの》 （単位：百万円）

（総務費） （商工費）
JR西日本車両購入費貸付金 0 → 3,600 ( + 3,600 ) さかいみなと貿易ｾﾝﾀｰ経営安定化資金貸付金 0 → 1,000 ( + 1,000 )
地域衛星通信ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ整備事業 37 → 1,189 ( + 1,152 ) 商工制度金融貸付金 31,744 → 29,633 ( ▲ 2,111 )

国民文化祭開催関係事業費 1,252 → 0 ( ▲ 1,252 )
JR高速化地上工事費負担金 1,070 → 394 ( ▲ 676 ) （土木費）

一般公共 33,297 → 27,808 ( ▲ 5,489 )
（民生費） 地方特定道路整備事業 7,705 → 4,682 ( ▲ 3,023 )

皆生小児療育センター改築事業 0 → 1,045 ( + 1,045 ) 単県公共 10,830 → 9,650 ( ▲ 1,180 )
児童扶養手当支給事業費 1,437 → 471 ( ▲ 966 ) 国直轄事業負担金 10,710 → 9,664 ( ▲ 1,046 )
町委託特別老人ホーム移管支援事業 1,269 → 408 ( ▲ 861 )

（警察費）
（衛生費） 警察本部庁舎建設事業 1,441 → 4,443 ( + 3,002 )

衛生環境研究所整備事業 1,205 → 0 ( ▲ 1,205 ) 米子警察署庁舎建設事業 1,621 → 0 ( ▲ 1,621 )

医療施設等施設・設備整備事業 768 → 119 ( ▲ 649 )
（教育費）

（労働費） 実習船「若鳥丸」代船建造事業費 1,522 → 0 ( ▲ 1,522 )

緊急雇用創出特別基金積立金 772 → 14 ( ▲ 758 ) 退職手当 5,441 → 3,994 ( ▲ 1,447 )

（農林水産業費） （災害復旧費）

国直轄事業負担金 2,155 → 4,989 ( + 2,834 ) 県立施設災害復旧費 981 → 0 ( ▲ 981 )
一般公共 22,673 → 20,930 ( ▲ 1,743 ) 耕地災害復旧費 586 → 30 ( ▲ 556 )

ふるさと農林道緊急整備事業 2,389 → 1,137 ( ▲ 1,252 )
漁業取締船「はやぶさ」代船建造事業 578 → 0 ( ▲ 578 ) （公債費）

元金 48,268 → 51,457 ( + 3,189 )
利子 13,328 → 12,025 ( ▲ 1,303 )


